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五．最近のアメリカにおける排除法則の適用傾向一．デイヴィス判決以降の排 の適用状況
わが国の排除法則はアメリカに由来するが、アメリカでは排除法則は一九一四年のウィークス判決
）（
（
において採用
された。当初、排除法則は連邦事件にのみ適用されていたが、その後、マップ判決
）（
（
において州にも拡大され一般的
な原則となった。しかし、連邦 高裁は「おまわりがへまをしたから、犯罪者が自由になる。 」との批
判
）（
（
や、その
二一二
長官の交代等の事実的背景
）（
（
から、その適用範囲を限定するようになった。この排除法則の適用範囲を制限する手段
の一つが善意の例外であった。善意の例外とは、当該捜査官が令状の瑕疵について善意の場合、将来、同じ状況において、再び同じ行為を繰り返すことになるので、そのような行為に基づいて獲得された証拠を排除しても抑止効は得られないことを理由に、排除法則の適用を否定するも である。捜査機関の職員がデータベースの管理過失により実際には逮捕令状が発付されていなかった もかかわらず、令状が発付されて るという誤った報告を行い、それを善意で信頼した捜査官が客観的に無令状 捜索 行った結果獲得された証拠の証拠能力の有無が問題となったへリング判決
）（
（
において、連邦最高裁は排除の要件として「有責性」という概念を用いた。へリング判決において
は捜査機関の職員によるデータベースの管理過失も問題とされたが、過失の場合は善意のように言うことができないところ、それでもなお過失による違法行為から得られた証拠の排除を否定するためにその理論として、刑法上の「有責性」という概念を持ち込み、単なる過失は非難できないとして排除を否定したのであった。ところで、へリング判決はロバーツ長官が法廷 見を執筆しているところ かかるへリング判決が下された当初、 「有責性」という排除基準が一般化すれば、排除の「主たる問題は捜査官が有責な心理 態を有してい かどうかということになり、もし有していなければ排除法則は適用されないというこ になろう。そして、そのような分析方法が普及すれば、修正四条の実体面を審査 る訴訟を相当減らすことになり、排除法則の不適用が劇的に増えるであろう。 」と指摘されていた
）（
（
。そして、この「有責性」という要件は、その後、先例の一般的な解釈を信頼した捜査官の逮捕に
伴う捜索の結果 獲得された証拠の排除の有無 問題となったデイヴィ 判決
）（
（
でも用いられたのである。このよう
に、アメリカにおいて、一般的にロバーツコートは捜査活動の必要性を重視し証拠排除を否定する保守的な立場に立つものであると考えられてきたのである
）（
（
。
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しかしながら、このように一般的には保守的と考えられてきたロバーツコートも、とりわけ、二〇一二から二〇
一三年度開廷期には、それまでよりもリベラルな判断が多かったということが指摘されている
）（
（
。そして、捜査官が
修正四条に違反したことを理由に獲得された証拠の排除が申し立てられた事件についても、その申立が認められたものが多い
）10
（
。その理由について、㋐中立的なイデオロギーの立場にある裁判官が保守的判断に流れる事案が多かっ
たこと、㋑裁判官たちの、科学技術の進展とそれに伴う人権侵害に対する懸念が指摘されて るところである
）11
（
。と
はいえ、証拠排除を否定した判例も存在する。たとえば、捜査官が、重罪を犯し 者に対する無令状の
D
N
A
採取
を認める州法に従って、無令状で逮捕した被告人の口の中 綿棒を入れて
D
N
A
を採取し、その鑑定結果により犯
人と被告人の同一性が確認され被告人が有罪 なったという事案において、
D
N
A
を採取するために口の中に綿棒
を入れる行為の合憲性は 政府当局の利益と個人プライバシー 侵害の程度との比較衡量によって判断 るところ、被逮捕者の同一性確認の手段として
D
N
A
検査は政府の利益を促進する一方で、重罪を犯したと疑われる相
当な理由がある に対す プライバシーの保護の要請は低いし、また、綿棒の使用による被侵害利益の程度は低いことから、本件捜査官 行為は合憲である 示したキング判決
）12
（
、薬物探知犬を同伴した捜査官が、パトロール中
に期限切れのナンバープレートを付けて走っている被告人運転の自動車を発見したため、これを停止させ近づいたところ、被告人 表情等から薬物使用が疑われたので、薬物探知犬に臭気検査をさせその反応を示したことを根拠に、相当な理由があると判断して車内を捜索し薬物を発見したが、それ 本件薬物探知犬が訓練された種類の薬物ではなかったいう事案において、相当な理由 有無は事情 総合によって判断され、本件では薬物探知犬の信頼性の有無が重要な要素であるとこ たとえ、発見された が、薬物探知犬が訓練 た種類の薬物ではなかったとしても、その薬物探知犬が最近違法薬物を発見する訓練 ログラムを終了 場合、その信頼性はあっ ことに
二一四
なるので、本件捜査官は捜索をする相当な理由があったと判示したハリス判決
）13
（
である。そこで、本稿では、これら
の判例に二〇一四年度開廷期の判例
）14
（
も加えて、アメリカでは、なぜ証拠排除する事案が増えたのかという点に焦点
をあてて、最近のアメリカにおける排除法則の動向を検討してみたい。その際にとりわけ重要であるのが証拠排除した判例であるので、以下では証拠排除した判例（ライリー判決、マクニーリー判決、ジャーディンズ判決）について事案等を含めて詳細に検討する。二．ライリー 決（
R
iley v. C
alifornia, 134 S
.C
t. 2473 (2014). ）
まず、ライリー判決をみてみたい。本判決では「捜査官は、被逮捕者から差押えた携帯電話のデジタル情報を無
令状で捜索することができるかどうか」という点が争われた二つ 事件が併合されて審理されている 本判決の事件概要は以下のとおりである。
第一事件の被告人ライリーは期限切れの登録証を付けて自動車を運転していたところ、交通違反で停止させられ
た。そして、停止中に、捜査官は被告人の運転免許証が一時取り消しになっていることを確認したため、警察署の方針に従って、当該自動車を差し押さえ、インベントリー捜索を行った。その結果、当該自動車からハンドガン等の銃器が発見され 被告人は銃器所持の罪で逮捕された。逮捕に伴って被告人を捜索した捜査官は、被告人のズボンのポケットから携帯電話を発見しこれを差し押さえた。捜査官が携帯電話内の情報にアクセスしたところ、ストリートギャングとの結び付きを示す言葉が複数回用いられていることに気が付いた。二時間後、警察署において、ギャングを専門に扱う捜査官が携帯電話のデジタルコンテンツを入念に検査した。当該捜査官が発見した写真やビ
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デオの一部に基づいて、被告人は数週間前に発生した一連の発砲事件に関連して殺人未遂罪等で起訴された。被告人は、捜査機関が携帯電話の中から得たすべての証拠の排除を申し立てた。事実審はその申立を退け、被告人は有罪となった。カリフォルニア州控訴裁判所は原判断を是認 。そ 後、被告人はカリフォルニア州最高裁判所に再審査を申し立てたが棄却された。
第二事件の被告人ビュリーは、捜査官に薬物取引に関与しているところを発見され、逮捕された。警察署におい
て、捜査官は被告 の身体から携帯電話を取り出し、これを差し押さえ、確認したところ、その携帯電話 外部スクリーンに自宅から複数回着信があったことが表示されてい 。捜査官は携帯電話 開き 電話帳をみてその番号をたどったところ、被告人のアパートに行き着い 捜査官 捜索令状 獲得 、捜索したところ、薬物、銃器、弾薬、現金を発見した。その後、被告人は薬物取引、銃器所持の罪で起訴された。被告人はアパートの捜索によって獲得され 証拠の排除を申し立てた。地方裁判所は の申立を退け 被告人は有罪となった 第一区巡回控訴裁判所は証拠排除を否定し有罪とした原判断を破棄した。
このような事案において、連邦最高裁はおおよそ以下のように判示し、第一事件 ついては原判断を破棄差戻し
し、第二事件については原判断を是認した。
無令状の捜索は修正四条の令状要求に関する特別の例外に該当する限り、合理的であるとされる。本件で争われ
ている既に確立された例外 、無令状の捜索が適法な逮捕に伴って行われ 場合に適用される。
三つの関連する先例は、捜査官が被逮捕者の身体やその近くで発見した物を捜索することができる範囲を規定し
ている。チャイメル判決
）15
（
は、逮捕に伴う捜索は被逮捕者の直接の支配下に限定されることを要求し、それは逮捕者
二一六
の身体の安全を守るという利益や証拠破壊を防止するという利益によって正当化されるとした。ロビンソン判決
）1（
（
に
おいて、当裁判所は、被逮捕者の身体から発見されたたばこの箱の捜索にチャイメル判決を適用した。ロビンソン判決において、当裁判所は、チャイメル判決が認めた「危険性」は証拠の喪失や捜査官に対す 脅威が具体的な場合だけではなく 逮捕を含む すべての身体拘束中に存在すると判示した。三番目の判例であるギャント判
決
）17
（
は、
被逮捕者が拘束され おらず、かつ その が助手席に手が届く範囲内に る場合か、あるいは、逮捕された犯罪に関する証拠 自動車内で発見されると信ずることが合理的である場合に、自動車 を認めたのであった。
当裁判所は、携帯電話内のデータの捜索にロビンソン判決のルールを拡大することを拒否する。合衆国創設期か
らの明確な指針がない場合であっ も、当裁判所は、一般的に、個人のプライバシーの侵害 程度と正当な政府当局の利益を促進する必要性の程度を衡量することによって、それ 令状要求の例外に該当するかどう 決定してきたのである。利益衡量はロビンソン判決に ける逮捕に伴う捜索 例外の適用を支える。しかし、携帯電話内のデジタル情報の捜索はチャイメル判決 確認された政府当局の利益を促進しないし、それが行われることによって、短時間の身体 捜索よりも、より大きな個人のプライバシーに関する利益が実質的に侵害さ ることにな のである。
携帯電話内のデジタルデータは、それ自体を逮捕する捜査官に対する武器として用いたり、逃亡の道具として用
いることはできない。捜査官は、携帯電話が武器として用いられないかを確認 ための、物理的な側面からの検査をす る。しかし、携帯電話内のデータは何も危険にはさらさないのである。たとえば、被逮捕者の共犯者が現場に駆け付け 場合のような 内のデータ 捜索が捜査官に差し迫った危険を警告するという点について、そのような事情は、緊急状況の例外のような令状要求の特別の例外の判断要素とし 考慮される で
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ある。
当局側は、 「たとえ、携帯電話が物理的に確保されたとしても、その中の情報は、遠隔による消去やデータの暗
号化によって破壊されやすいまま状態なのである。 」と述べて、証拠破壊の危険性を主張する。しかし、まず、このような拡張された「危険性」は、チャイメル判決の、被逮捕者がその者の手 届く範囲内の証拠を隠したり、破壊したりするという焦点とは別個のものなのである。ブリーフィングにおいても、逮捕に伴う捜索を認めることが有効な解決策であるとはされていない。そして、少 くとも、遠隔操作による（データ ）消去に関して、捜査機関は現在、証拠の喪失を妨げ いくつかの技術を有してい 最後に、特定の事案における捜査機関の憂いは 遠隔操作による（データの）消去に関する差し迫った脅威に対して対象物を限定した（捜査）方法（
targetedm
an-
ner ）で対応すること、あるいは、現場を確保するために携帯電話のロック機能を無効にするという行動をとるこ
とによって解消され であろう。したが 、携帯電話内のデジタルデータには チャイメル判決で示された危険性のいずれも存在しない。
被逮捕者のポケットの内容物を検査することが、逮捕それ自体に内包されるプライバシー侵害を超えるものでは
ないとする判断は、物的証拠の場合には理にかなう 、デジタルデータについては、より実質的なプライバシーの利益が問題とされることから、別 考える必要があるのである。
携帯電話は、 がその身体に身に付けて運んできた他の物とは、量的な意味・質的な意味の両方において
異なるのである。 りわけ、現在の携帯電話はきわめて大き 記憶容量を有して る。携帯電話が普及す 前は、身体の捜索は物理的な物に限定され 一般的には、プライバシーに対する狭い範囲の侵害 とどまっ いたのである。しかし、携帯電話はテキスト 百万ページ 千枚の写真、百本のビデオを記憶することができる。こ ことは
二一八
プライバシーに影響をもつのである。第一に、携帯電話は一か所に多くの異なった情報を集めるところ、別々の情報よりもそれらを組み合わせた方がより多くの情報を明らかにする。第二に、携帯電話の能力は、ある種の情報をそれ以前に行けたところよりも っと遠くへ運ぶことができるのであ 三 データは数年間さかのぼることができる。さら 、普及している（
anelem
entofpervasiveness ）のは物理的な記録媒体ではなく、携帯
電話であ 。一〇年前の捜査官は時々日記のような非常に私的なものを発見したであろうが、今日では携帯電話を所有するアメリカ人青 の九〇パ セント以上 者 、彼らの生活のあらゆる場においてデジタル記録を身に付けたままでい である。
問題となっているプライバシーの利益の範囲は、多くの携帯電話においてみることのできるデータは実際には遠
く離れたサーバーに貯蔵されているという事実によって、さらに複雑なも となるのであ 。もっとも、逮捕に伴う捜索は、そのように遠く離れたサーバーに貯蔵 れているファイルにまでは及ば い。このことは当局側も認めているところである。
当局側の提案する代替案は、当裁判所が一般的に優先する、画一的なルールを通じて法執行機関に明確な指針を
与えるという事柄を無視す こと な 。当局が提案する一つ目の考えは 自動車の捜索の場合に適用され ギャント判決の基準を携帯電話の場合にも適用し、逮捕された犯罪に関する証拠が携帯電話内に含まれてい と信ずことが合理的であるときは常に 被逮捕者の携帯電話を無令状で捜索することを許容するとするも である。しかし、 れは運転手を逮捕した後の「自動車内」が、プライバシ の期待が減少し、法執行の必要性が高められ 場所であるから成り立つが、そ で ない携帯電話内 情報にまで拡張すべきではない。二つ目 考えは、携帯電話の捜索の範囲を犯罪に関係する情報、被逮捕者の同一性 関する情報、捜査官の安全に関する情報に限定 こと
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である。しかし、情報は多岐にわたり、捜査官は常に前もってそれを見極められるわけではないから妥当ではない。最終的に、当局は、捜査官がデジタル化される前のものから同様の情報 獲得できたといえる場合には、携帯電話を捜索することができるというルールを提案する。しかし、この考えは、たとえ、実際には、人々がそのような種類の情報をデジタルではない形で持ち運ぶことがなかったと ても、 （その可能性があれば、 ）捜査機関 携帯電話に含まれる情報の広範囲の捜索を認めることになるし、裁判所に対し、どのデジタルファイルが物理的記録と同視できるのかということを決定するための困難な線引きをはじめさせること なるであろう。
本判決が犯罪を統制する捜査機関の能力に一定の影響を与えることは間違いない。しかし、当裁判所の判断は、
令状は一般的 捜索 前に要求され というも あって、携帯電話内の情報が捜索から免責さ るというものではない。令状の要求は当裁判所の修正四条に関す 法理の重要な構成要素な であっ 令状は逮捕・捜索が行われる度に獲得されなければならない。そして 現代の科学技術の進歩により令状 獲得は容易化してきてい 。さらに、逮捕 伴う捜索 例外 携帯電話に適用されな が、緊急状況の例外 適用できれば、それは捜査官に一定の事案 おいて無 の捜索を行うための正当化事由を与えることになる であ 。三．マクニーリー判決（
M
issouri v. M
cN
eely, 133 S
.C
t. 1552 (2013). ）
マクニーリー判決の事件概要は以下のとおりである。被告人はスピード違反およびセンターラインを越えたことを理由に、ミズーリ州警察の捜査官により停止させら
れた。捜査官は酩酊の兆候を確認した後、血中アルコール濃度を測る呼気検査を受けることを求めたが、被告人は
二二〇
これを拒否した。その後、被告人は逮捕され、血液検査をするために近くの病院に連行された。捜査官は一度も捜索令状を獲得しようとは試みなかった。被告人は血液検査への同意を拒否したが、捜査官は病院の関係者にサンプルを採るように指示 被告人の血中アルコール濃度は適法な限度を大きく超えるものであったため、被告人酒気帯び運転で逮捕され起訴された。被告人は、無令状で を採取したことは修正四条の権利を害するものであると主張して、血液検査の結果を記録した証拠の排除を申し立てた。事実審は、被告人の血中アルコールが消失してしまうという事実はさておき、捜査官らが緊急状況に直面したという事情は存在しないから、令状要求の例外である緊急状況の例外は適用 きないと判示して、被告人の申立を是認した。ミズーリ州最高裁判所は 捜査官が「自身は、 ・・・当該状況の下では証拠破壊の危険を生じさせるという緊急状況に直面していると合理的に信ずることができた場合」に、 をした被告人に対する血液検査を行うことを認めたシュマーバー 決
）1（
（
に依拠し
たが、信ずるにたる状況がなかったこと 理由に緊急状況の例外 適用 否定 て、原判断を是認した。
このような事案において、連邦最高裁はおおよそ以下のように判示し、捜査官の行為を違法と判断し、証拠排除
した原判断を是認した。
確立された例外に該当する限り、無令状の身体の捜索は合理的であるという法原則は、犯罪捜査において、証拠
として用いるために血液サンプルを獲得する目的で、被告人の皮膚の下の血管の中に強制的に物理的に侵入した場合である本件においても適用される。一つの認められた 「状況 緊急性」が 無令状 捜索が客観的に合理的である程度にやむにやまれぬ法執行の必要性を生じさせるときに適用される。当裁判所は緊急状況が消滅したかどうかを判断する際 、事情の総合衡量を てき のである。シュマーバー判決 おいて、このアプローチ 適
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用する際に、当裁判所は、血中アルコール濃度のレベルは飲酒することをやめた後減少するという事実、血液検査は怪我をした被告人を病院に送り、事故現場を捜査している間先延ばしされたという事実を含む、当該 件におけるすべての事実を考慮し、かつ、慎重にそれらの特殊な事実をその判断の基礎に置いた後、無令状の血液検査は合理的であると判断 。
にもかかわらず、州当局は、血中アルコールという証拠は本来的に消えていくものであるので、捜査官が、ある
者がアルコールの影響 下で運転していると信ずる相当な理由 有するときに 、緊急状況が必然的に生ずるのであると主張して画一的なルール（
aperserule ）を求める。たしかに、そのアルコールがなくなるまで血中アルコ
ール濃度は減少するが、当裁判所が緊急性に関す 慎重なケースバイケースの評価から離れるべきということ はならない。酒気帯び運転の捜査において、血液サンプルを入手する前に、捜査官らが捜索の有効性を著しく害すること く、合理的に令状を獲得 き 場合、修正四条は捜査官らにそうすること 命ず 。緊急状況は令 の獲得を非現実的なものとする 、画一的なルールから導かれるであろう「か オーバーな一般化（
overgeneraliza-
tion ） 」を受け入れることではなく、シュマーバー判決のように、その事案の事実に基づいてそれぞれの事案を判
断することが合理 である 血液検査の事案は、他の証拠の破壊が問題となる事案とは重要な点において異なるである。たとえば、被疑者が容易に処分できる証拠を支配しているという状況 は異 り、アルコール濃度検査に係る証拠は緩やかに、かつ、比較的予測できる方法で、自然 消え いくの る。さ 、捜査官は酒気帯び運転の被疑者を連れて行き 血液検査を行う前に、訓練された医師の助言を得ることが通常であるので、逮捕 いし事故時とテスト時との間隙は 令状を獲得す かどうかにかかわらず必然的に生ず のであ 。州当局のルールは、とりわけ、相当な理由を支える証拠が単純なものである 酒気帯び運転 捜査のような文脈において、令状請求に
二二二
関する手続が迅速化されてきた、シュマーバー判決が下されてから四七年間の進展を考慮していない。シュマーバー判決においてしたように、血液内のアルコ ルの自然的な消失は、具体的な事案における緊急性の認定を支えることができるが、必ずしもそうなるというわけではないのである。
そして、事実審における、被告人を逮捕した捜査官の供述からは、その者が令状を獲得する際に緊急性や普通で
はあり得ない程の先延ばしに直面したことを示す何らかの他の要素を認識していなかったことは明らかである。当該捜査官は、た え確実 （本件担当の）検察官になる者がいつでも請求に応じられるように待機していたとしても、また、たとえマジストレイトが忙 いと信ずる合理的な理由がなかったとしても、血液検査を行う前 捜索令状を獲得する努力を一切していなかったと供述 。同様 当該捜査官 、過去、何の困難も く、血液サンプルを採る前に捜索令状を獲 していたというこ を認め 当該捜査官は、法的に令状 獲得する必要がないと信じていたことのみを理由に、本件にお て令状の申請 ないという選択をしたと説明し 。この供述に基づいて、事実審は、緊急状況は存在しなかっ 結論付け、かつ、逮捕が真夜中 されたにも関わらず、検察官は容易に捜索令状の申請を行うことができ マジストレイトは容易 令状 発付をすることができたと明示した である。
本件において、州当局は画一的なルールを求めていることから、この具体的な事案において緊急状況が存在して
いたということを主張していない。それゆえ、その主張と記録は、無 で行動した場合の合理性を決定する際に考慮されるすべての関係要素について 詳細な議論をするための適切なフレームワークを当裁判所に与えないのである。血流によるアルコールの循環 後の証拠の喪失は令状を必要 する どうかを決定する際に考慮されなければならない要素であ ということを言えば十分なの ある。
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四．ジャーディンズ判決（
Florida v. Jardines, 133 S
.C
t. 1409 (2013). ）
ジャーディンズ判決の事件概要は以下のとおりである。被告人宅でマリファナが栽培されているという匿名の通報を受けた州警察および薬物取締局は、被告人宅を監視
するチームを組織した。ある日、監視チームの中の一人の捜査官が被告人宅を監視していたところ、ブラインドが下りていたために中を見ることはできなかったが、駐車場に自動車がなく、不在であることを確認した。そこで、当該捜査官は犬の調教を専門にしている調教官と薬物探知犬を伴って被告人宅に近づいた。調教官によって約一・八メートルの延長リ ドで繋がれ 薬物探知犬は正面ドア ところで座り、薬物の匂いが最も強く出ている場所を発見した。調教官は薬物探知犬 戻 、その情報を捜査官に伝え、現場を去った。そ 情報に基づいて、捜査官は被告人宅の捜索令状を請求し、それ 獲得した。その後、当該令状は執行され、その捜索によってマリファナの苗が差し押さえられ、それに基づいて被告人は薬物取引の罪で起訴された。
被告人は薬物探知犬の捜査が不合理な捜索であることを理由に、証拠の排除を申し立てた。事実審はこの申立を
認めたが、フロリダ州控訴裁判所はその判断を破棄した。フロリダ州最高裁判所 被告 宅を捜査するため 訓練された薬物探知犬を用いることは相当な理由によって支えられな 修正四条の捜索に該当し、それはその捜索によって集められた情報に基づ た令状を無効にすると判示して原判断を破棄し 事実審の判断を是認した。
このような事案において、連邦最高裁はおおよそ以下のように判示し、捜査官の行為を違憲と判断 、証拠を排
除した原判断を是 し 。
二二四
身体、住居、文書、財産に対する物理的な侵入によって、政府当局が情報を獲得した場合、修正四条の本来的な
意味における捜索に該当することは疑いない。修正四条の核心は自宅に引きこもり、政府当局の不合理な侵入からの自由が存在す ことである。当該住居と直接接触している周りの部分、すなわち、
curtilage
はそれ自体、修正四
条の目的に合致する住居の一部であ 。本件において、捜査官はそこに立ち入った。正面のポーチは住居における生活のためにその活動範囲を拡張された最も典型的な場所である。
捜査官らの立ち入りは明示的・黙示的な招き入れではない。捜査官らは公道において、ある住居 通過する際に
目を覆う必要はないが、近所の庭にそ 者の許可なく足を踏み入れることができる人 いないのである。一市民でも住居に近づくことはできる で、令状 備えていない捜査官もその居住者 話すため 住居に近づく とができる。しかし、許可の範囲 特定の場 だ ではなく、 （捜査官の）具体的な目的によっても限定されるところ、捜索を行うことだけのために、
curtilage
に招き入れることは通常あり得ない。
したがって、捜査官らがカッツ判決に基づく被告人のプライバシーの期待を侵害したかどうかを判断する必要は
ない。五．最近のアメリカにおける排除法則の適用傾向
以上三つの判例は被告人の証拠排除の申立を是認している。アメリカでは、 「抑止の利益」と「有罪者や危険な
人物を自由にするということを含む実質的な社会的コスト」と 衡量によって証拠排除の有無が決せられるところ
）19
（
、
捜査官の行為が違憲と判断されれば原則として証拠が排除される いう、いわゆる絶対的排除説が採られてい
二二五
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されている。それゆえ、アメリカでは上述の衡量をした上で、すなわち、証拠排除の必要性を考慮した上で、その行為を違憲とするか合憲とするかを判断することになるのである。この点について参考になるのが、ライリー判決におけるアリート判事の一部同調意見である。その中でアリート判事は、法廷意見が「昔から存在する逮捕に伴う捜索 関す ルールは逮捕する捜査官の安全性を保護する必要性および証拠破壊を妨げる必要性 専ら依拠している」としている点が妥当ではないとした上で、その理由について、初めて排除法則を採用したウィークス判決もそれ以前の判例も逮捕に伴う捜索の違憲性について「有罪の証拠を獲得す 必要性」を加味して判断していたことを挙げる
）20
（
。すなわち、アリート判事の意見には逮捕に伴う捜索は有罪確保の必要性をも考慮してその違憲性を判断せ
よとの主張が含まれていると考えられる であ 。
とすると、証拠排除に関して、アメリカではとりわけ捜査行為が違憲か否かが重要であることになる。そこで、
違憲性の判断について検討し みたい。ライリー 決では、逮捕に伴う捜索の対象に携帯電話内のデジタルデータが含まれるかが争われた 、この点 つ て、法廷意見は、逮捕に伴う捜索は物理的な物に限定され、携帯電話内のデジタルデータは含ま ないと判示 た。その理由について 法廷意見は逮捕に伴う捜索の根拠論から アプローチ ほか、権利侵害性 いう観点から 説明もし いる。すなわち、法廷意見は「携帯電話内 保存され いるデータは、その量という点にお てのみ物理的な記録 区別さ が、一定の種類のデータはその質という点においても違いがあ」り 「携帯電話内のデータは人の居場所を明 かに こ ができ 」ところ、 「場所情報の履歴はスマートフォン 標準的な機能であり、それはある町の周辺にいるというだけ なく、特定の建 内にいるという、そのときまでの る者の具体的な動向を再現す ができ 」か であ とした あ
る
）21
（
。このように、
その電子装置を使用することにより、個人 具体的な行動が明らかにされ しまうことを理由に、そ 装置を使用
二二六
した無令状の探索行為を違憲と判断した判例は過去にも存在する。たとえば、被告人宅でマリファナが栽培されているという情報に基づき、捜査機関が無令状で被告人宅の外から熱探知機を使用したという事案において、 「以前であれば、物理的な侵入がなければ知ることができなかった住居内の細部を探索するために・・・政府当局が、一般人が用 ない装置を使用した場合」 、その監視行為は捜索に該当すると判示したカイロ判決
）22
（
である。この他にも、
薬物取引の嫌疑のある被告人 （妻の）自動車に一定の条件のもと（コロンビア自治区内で一〇日以内。 ）
G
PS
装
置を取り付けることを認めた捜索令状を得た 官が、一一日後メリーランド州で当該装置を取り付け、当該自動車の動向を追跡した結果、証拠を獲得したという事案であ ジョーンズ判
決
）23
（
において、ソトメイヨール判事は
「
G
PS
による監視は、人の家族関係、政治観、職業観、宗教観、性的関係についての多くの細事を反映する、その
者の公の活動に関する正確 、広範囲にわたる記録 生み出すこ になる」から、当 行為は捜索に該当するとする同調意見を示してい
る
）24
（
が、この意見がそれにあたろう。捜索か否かは権利侵害性の観点から判断されるところ、
ジョーンズ判決 法廷意見は、被告人の自動車
G
PS
装置を取り付けることは、被告人の財産に対する物理的な
侵入であ から、当該自 車の動向を追跡するこ は捜索にあたると判示した。当該判決においては、自動車にG
PS
装置を取り付けその動向を監視した捜査官の行為がなぜ捜索にあたるのかという点の意見の対立はあっ
た
）25
（
が、
かかる行為が権利侵害行為として捜索にあたり令状を要すべきであ とする点においては すべての裁判官 意見は一致していたの 。そして、ライリー判決も全会一致で証拠排除の判断が下されているのである
）2（
（
。したがっ
て、アメリカでは、違憲性判断において権利侵害性の観点が重視されており、 りわけ、裁判官たちは、科学技術の進展による権利侵害範囲の拡大に対 強い懸念を有しているということができよう。
かかる権利侵害性の観点とは異なり、本件捜査官の行為を違憲とした別の理由として、本判決は、近年、令状の
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電子申請が可能となったことから令状の獲得に要する時間が格段に短くなったという事実を挙げている
）27
（
。たしかに、
容易に令状を獲得できるのであれば、直ちに捜索をする必要性は減弱するであろう。かかる事実はすでにマクリーニー判決で指摘されていたが、科学技術の進歩が令状の獲得手続を迅速化させたことにより、今後、令状要求が厳格化することも考えら よう。
なお、ライリー判決はロバーツ長官が法廷意見を執筆しているが、ロバーツ長官は過去にへリング判決の法廷意
見を執筆したりするなど、一般的に保守的な考えをもっていると理解されていた。その理解からする 本判決の結論は矛盾するようにも見える。しかし、ロバーツ長官は捜査活動 必要性を過度に強調するアリート判事 は異なり、 「捜査官に対して明確な行為規範を提示する」という信念がその考えの根幹にあるといえよう。このことは、マクリーニー判決におけるロバーツ長官の一部反対意見 中にみることができる。そこにおいて、ロバーツ長官は、血流によってアルコールが消失 が必ずしも令状要求 例外にあたらないこと 認めたものの 法廷意見は本件のような状況における捜査官に 指針を与えていないと批判した上で、緊急状況が存在するかどうかを判断する一般的なルールを与え べきであるが、もし血液 採取 前に令状 獲得する時間があるか否かを捜査官自身の合理的判断 おい 決定しなければならないのであれば、アルコ ルが自然的に消失していくという状況は令状を要求できない程度の緊急状況とされ べきであ とされる
）2（
（
。この観点からは、当の捜査官にとって自己の行
為の違憲性が明確ではなかったこと 理由に証拠排除を否定したへリング判決は当然の結果ということになろう。
次に、マクリーニー判決について検討する。ここでは、本件とほぼ同じような事案において、血中アルコールの
濃度は飲酒をやめた後すぐに減少し始める で、令状を獲得するま 捜査を先延ばしにすれば証拠 失われてしま
二二八
うところ、病院で被告人の供述を取り、事故現場を捜査したことによりすでに相当時間を経過してしまっているから、令状を求める時間は無かったと判示して緊急状況の例外の適用を認めたシュマーバー判決との相違点という観点か 検討したい。この点、血中アルコールの消失が一律に緊急性を肯定する要素たりえなくなった理由について、本件法廷意見は、近年では令状申請の電子化によっ 、令 の発付までにかかる時間がシュマーバー判決当時 比べて極めて短くなった とを挙げる
）29
（
。もっとも、本件法廷意見は具体的状況によっては緊急性が肯定される場合が
あるとする
）30
（
。たしかに、いかに令状発付に要する時間が短縮されたとしても、たとえば、被疑者が逃げ回っていて
かなりの時間が経過していた場合のような、令状が発付されるより先に証拠が消失 てしまう事実などが存在すれば、緊急性を肯定できる場合もあろう。したがって、緊急性が問題となる事案においては、捜査官の行為の違憲性は個別具体的に判断 ことになる。
そして、本件法廷意見は、たとえ被告人の逮捕が真夜中であったとしても、安易に捜索令状を獲得する必要がな
いと考え、令状を獲得す 努力をしな った本件においては 緊急性は認められないとしている
）31
（
。通常真夜中であ
れば令状の発付は困難であると考えられ ことから かかる事実は を肯定す 要素である。本件で か る事実が存在したにもかかわらず緊急性が否定されたのは、捜査官に主観的要素が たからであろう。しかしながら、かつて連邦最高裁は スチュアート判決において、緊急状況の例外は「個々の捜査官の心理状態とは無関係に・・・居住者が深刻な損害を被った信ずる合理的 根拠」を有する限り適用されると判示していた
）32
（
。一見する
と、この判示内容は緊急性 判断に際し主観的要素の考慮を否定しているよう 見えるが決してそうでは く、主観的要素の考慮を肯定した上で、その存在 合理 な捜査官を基準に判断す と う趣旨であ 。とすると、緊急状況の例外の適用を否定するには、合理的な捜査官であれば緊急性はなかったと考え であろう客観的事実を積極
二二九
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（都法五十五
-
二）
的に認定する必要があることになる。にもかかわらず、本件法廷意見は、捜査官がマジストレイトが直ちに令状を発付できる状態にあったことを認識していたという事実を認定せずに緊急性を否定した。本件捜査官には緊急状況があろうがなかろうが令状を請求する意思がなかったためであるが、主観的要素 要求する意味が の法規逸脱の程度（法軽視の程度）を判断す ためであ とすれば当然のことであるといえよう。このような意図がある場合の方が逸脱の程度が高いからである。
最後に、ジャーディンズ判決について検討する。本件法廷意見の内容は上述のとおりであるが、これに対して、
アリート判事の反対意見は、ⓐ住居 居住者は当該住居内から発生する匂 に対しては合理的期待を有しないこと、ⓑ本件調教官らの行為は自宅の正面ドアへ近づくこと 認める被告人の黙示の承諾の範囲を超えていなかったこと等を理由に捜査機関 合憲であると主張した。
ⓐ
について、まず、法廷意見は、 「州当局の捜査官がある住居のポーチや庭において、何ら罰則を受けることな
く証拠を探すことができるとすれば」 、憲法によって保障された権利であ 「自宅に引きこもり、政府当局の不合理な侵入から自由である人の権利」は「ほとんど実質的な価値がなくなってしまう」から、当該住居と直接接触している周りの部分、 なわち、
curtilage
はそれ自体、修正四条の目的に合致する住居の一部であると判示し、ポー
チが修正四条によって保護された空間であるとしている
）33
（
。その上で、法廷意見は、政府当局の、捜査官らはカッツ
判決において認められた被告人のプライバシー 期待を侵害していないと 主張に対し、 「カッツ判決の合理的な期待のテストは、伝統的な、修正四条 関す 財産に基礎を置いた理解に取って代わるものではなく、それに付け加え」て判断されるものであり 「政府当局が、憲法によって保護された領域に物理的に侵入する方法で証拠を
二三〇
獲得した」本件においては、そのような侵入行為が既に捜索にあたるのであるから、合理的な期待が害されたか否か判断する必要はないと判示している
）34
（
。これに対して、反対意見は、物理的な侵入があっても承諾の範囲内にあれ
ば合憲であるが、そもそも、 「合理的な人は、住居から発している匂いは公衆に対して開かれた場所から発見されたと理解するであろうし、犬であれば探知できるが、人にはわからない、その場所 中に残っている匂いをあてにして行動しない ろう」ことから カッツ判決 基準によれば、本件調教官ら 行為はプライバシーの合理的待を害しておらず、捜索に該当 ないとする
）35
（
。捜索の該当性について、法廷意見は、一次的にはそれが「物理的侵
入」といえるかで判断し、それ 否定された場合に、二次的にそれがプライバシーの「合理的期待」を害するもであったかで判断するという 方法を採って るが、反対意見 逆に一次的な判断基準を「合理的期待」の有無においており、この点に違 があるといえる。 お、法廷意見も反対意見も 保護 程度 違いが行為の違憲性判断に影響を与えることを認めていない。わが国では、無令状で立ち入った場所のプライバシーの保護の程度 いに着目して、たと 、本件のよ に住居内 はなく庭に侵入した すぎない 合、その保護の程度が住居内に比して低いこ 理由に「 法の重大性」 否定することはあり得よう アメリカではオールオアナッシング（すなわち、違憲か合憲か。 ）なのであり、このようには考えないの あ 。
次にⓑを検討する前提として、アメリカでは無令状の捜索であっても当該住居の居住者の承諾があればその行為
は合憲となる。ⓑについて、法廷意見は、本件捜査官の「捜索を行うという客観的 ・・・目 」は本件行為の合憲性判断において考慮されるが これは客観的に合理的な行為 主観的要素によって違憲となることを 味 るものではなく、そのような目的は立ち入りが黙示の承諾の範囲内にあったか否か 判断 際に考慮され とす
る
）3（
（
。
そして、なぜ捜査官 「目的」が黙示の承諾の範囲を限定するのか ついて そ な目的で住居 周りを探索
二三一
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
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する者を「招き入れるという慣習が存在しない」からであるとす
る
）37
（
。これに対し、反対意見は、法廷意見のいう
「捜索を行うという客観的な・・・目的」が「調教官がしたことに気付いたある者」によって判断されるとすれば、ある住居のドア ノックして居住者に対して質問する、いわゆるノックアンドトークスという捜査方法も情報という一種の証拠 収集 目的とする点で捜索に該当することになるが、居住者の承諾を得たノックアンドトークスは合憲であるとされていることから、法廷意見によれば、この目的と承諾 無効とされる本件調教官の「客観的な・・・目的」 の区別が重要であることになるとする。そ 上で 反対意見は、法廷意見はこれらを捜査官の主目的の内容、すなわち、それ 証拠収集にあ か、それとも 話す あ かで区別し、通常、居住者がの主 を後者にあると考えるであろう アンドトークスの目的は承諾を無効としないとす が、 「捜査機関はほとんど常に情報を獲得す 目的 住居に近づ」くのであり、かつ 「住居の正面ドアに近づく捜査官 ・・・話すこと以外の手段によっても証拠（情報）を集めることが き のであ」るから、ノック ンドトークスの目的も証拠収集目的といわざるを得ず、結局 「法廷意見の客観的な目的の主張は受け入れられない」とす
る
）3（
（
（括弧内
筆者） 。そして、反対意見は、本件調教官らは慣習にしたがった行為をしたに過ぎないこと 真夜中に住居に近づいたわけではない 、本件調教官および薬物探知犬がポーチにい 時間はわずか った を理由として本件調教官らの行為 自宅の正面ドアへ近づくことに対する被告人の黙示の承諾の範囲を超えていな ったと主張 た
）39
（
。
たしかに、法廷意見 、捜査官 「 」が承諾の範囲を限定 とするが 「ドアをノックする訪問者 確認することは通常のことである・・・。他方で、挨拶 したり承諾を求め 前に、金属探知機 備えて正面の道を調べたり、犬を庭の中へ連れてく 訪問者を確認した場合、我
々
の多くが警察に通報するであろう。 」と判示
し
）40
（
、実質
的に行為態様によって捜査官の「目的」を判断しており、反対意見 それほど差はないといえよう。したがっ 、
二三二
結論に差がでたのは、認定された事実のうちのいずれの事実を重視したかという点にあるのである。比較法的な観点からは、わ 国では居住者たる被告人の立ち入りの承諾 有無は「違法の重大性」を判断する一要素に過ぎないが、前述のとおり、アメリカでは承諾の有無が決定的な要素である。これは、アメリカでは権利侵害性の観点が重視されているこ 由来する である。
以上検討してきた結果をまとめた上で、最近のアメリカにおける排除法則の適用傾向を分析すると以下のように
なろう。すなわち、本稿の冒頭 示したとおり 最近、アメリカでは排除法則を適用し証拠排除した判例が増加傾向にあるが、それは事案の違いというよりもむしろ 事実的な背景 大きく影響してい と思われる。近年、アメリカのみ らず 世界中で科学技術 進展が目覚しい。従来であ ば得ることができなかった証拠を得 ことができようになったという意味で、 歩 捜査活動に大きく貢献していることは疑いな 。 かし、かかる事実は基本的には排除を肯定する方向に働く である。なぜなら、たとえば、令状獲得手続の電子化は令状が発付されるまでの時間を大幅に短縮し、その結果、無令状の捜索が認め れ 範囲を限定す になるし、また、科学技術の進展に りプライバシー侵害の範囲が拡大することになるからである。アメリカでは、このよう 事実的背景が存在す ため、最近証拠 した判例が増加したと考えられる 、この傾向がこのまま続く 即断す ことはできない。たとえば、今後犯罪が多発化してくれば 再び排除を否定す 判例が増えるとも考えられるからである。
なお、法律論としては、アメリカでもわが国と同様に、当該行為の違法性は法規逸脱性の観点（捜査官の主観的
要素や法軽視の態度）と権利侵害性の観点から判断されるも の 依然としてアメリカではわ 国よりも権利侵害
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性の観点が重視されていると考えられる。アメリカでは違憲との判断が下されれば原則として証拠排除がなされるところ、いくら捜査官に主観的要素が認められたとしても、客観的な権利侵害が認められない行為は抑止する必要性がないと考えられているからであ
る
）41
（
。このような見方からは、被告人の承諾が重視されることは当然であるし、
また、被告人のプライバシーの要保護性の程度の減少、権利侵害の程度の軽微性を理由に証拠排除を否定したキング判決の結論は当然 ことであると思える。（
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る
も
の
の、
「
携
帯
電
話
の
捜
索
に
デ
ジ
タ
ル
化
以
前
の
時
代
に
用
い
ら
れ
た
ル
ー
ル
を
機
械
的
に
適
用
す
べ
き
で
は
な
い
」
こ
と、
「
携
帯
電
話
は、
人
が
紙
媒
体
で
は
携
帯
し
て
持
ち
歩
け
な
か
っ
た、
非
常
に
私
的
な
情
報
に
つ
い
て、
そ
の
情
報
量
を
蓄
え
た
り、
そ
れ
に
ア
ク
セ
ス
し
た
り
す
る
こ
と
が
で
き
る
」
こ
と
等
を
理
由
に、
証
拠
排
除
の
判
断
に
は
同
意
さ
れ
る（
R
iley, su
p
ra
 note (20), at 2496 (A
lito, 
J., concurring in part). ）。
（
27）　
Id., at 2493.
　　　
な
お、本
判
決が
引用
す
る、マ
ク
ニー
リー
判決
に
おけ
るロ
バー
ツ長
官の
一
部同
調・一
部反
対意
見は、
「捜
査
官ら
が裁
判官
の
ア
イ
パ
ッ
ド
に
電
子
メ
ー
ル
令
状（
e-m
ail w
arrant ）
を
要
請
す
る
と、
一
五
分
以
内
に
裁
判
官
は
そ
の
よ
う
な
令
状
に
署
名
し
た
上
で、
捜
査
官
に
電
子
メ
ー
ル
で
そ
れ
を
送
り
返
す
」
法
域
が
存
在
す
る
こ
と、
少
な
く
と
も
三
〇
の
州
が
令
状
の
電
子
申
請
を
認
め
て
い
る
こ
と
を
指
摘される（
M
issouri v. M
cN
eely, 133 S.C
t. 1552 (2013), at 1573 (R
oberts, C
.J., concurring in part and dissenting in part). ）。
（
28）　
M
cN
eely, su
p
ra
 note (27), at 1569, 1573-1574 (R
oberts, C
.J., concurring in part and dissenting in part).
　　　
ロ
バ
ー
ツ
長
官
は
マ
ク
リ
ー
ニ
ー
判
決
以
外
に
も、
た
と
え
ば、
適
法
な
逮
捕
が
な
さ
れ
れ
ば
車
内
を
捜
索
で
き
る
と
解
さ
れ
て
き
た、
い
わ
ゆ
る
ベ
ル
ト
ン
ル
ー
ル
を
事
実
上
覆
し、
捜
索
が
で
き
る
の
は
捜
査
官
が
車
内
に
逮
捕
犯
罪
に
関
す
る
証
拠
物
が
存
在
す
る
と
信
ず
る
合
理
的
な
根
拠
が
あ
る
場
合
に
限
ら
れ
る
と
判
示
し
た
ギ
ャ
ン
ト
判
決
に
お
い
て、
法
廷
意
見
の
よ
う
に
解
す
れ
ば、
逮
捕
し
た
捜
査
官
は
現
場
で
か
か
る
要
件
を
満
た
し
て
い
る
か
を
判
断
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
こ
ろ、
状
況
は
多
様
で
あ
る
か
ら
そ
れ
は
相
当
困
難
で
あ
る
と
い
う
反
対
意見を述べたアリート判事に賛成している（
G
ant, su
p
ra
 note (17), at 360-361 (A
lito, J., dissenting). ）。
（
29）　
Id., at 1561-1563.
（
30）　
Id., at 1559.
（
31）　
Id., at 1567.
（
32）　
B
righham
 C
ity v. Stuart, 547 U
.S. 398 (2006), at 400.
（
33）　
F
lorida v. Jardines, 133 S.C
t. 1409 (2013), at 1414-1415.
（
34）　
Id., at 1417.
（
35）　
Id., at 1421(A
lito, J., dissenting).
二三六
（
36）　
Id., at 1416-1417.
（
37）　
Id., at 1416.
（
38）　
Id., at 1423-1424 (A
lito, J., dissenting).
（
39）　
Id., at 1423 (A
lito, J., dissenting).
（
40）　
Id., at 1416.
（
41）　
た
と
え
ば、
被
告
人
に
よ
る
所
得
税
の
虚
偽
申
告
が
あ
っ
た
事
実
を
認
定
す
る
の
に、
捜
査
官
が
違
法
に
差
し
押
さ
え
た
第
三
者
の
ブ
リ
ー
フケースから得られた書類の写しを証拠として使用できるかが争われた
P
ayner 判決（
U
nited States v. P
ayner,447 U
.S. 727 
(1980). ）
に
お
い
て、
連
邦
最
高
裁
は、
捜
査
官
が「
被
告
人
は
申
立
適
格
を
有
し
な
い
た
め
訴
訟
を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
」
と
い
う
こ
と
を
認
識
し
た
上
で、
違
法
行
為
に
及
ん
だ
場
合
で
あ
っ
て
も、
そ
の
違
法
行
為
に
よ
っ
て
被
告
人
の
権
利
が
侵
害
さ
れ
な
か
っ
た
場
合
に
は排
除
は認
めら
れな
いと
判
示し
た。そ
して、
そ
のよ
う
にい
い
得る
理由
と
して、
「我
々の
修正
四条
に関
する
判断
は、当
事者
が
捜
査
機
関
の
違
法
な
企
み
の
被
害
者
で
は
な
い
場
合、
違
法
な
捜
索
を
抑
止
す
る
と
い
う
利
益
が、
汚
れ
た
証
拠
の
排
除
を
正
当
化
し
な
い
と
いうこ
とを明
らかに
確立し
てきた
のであ
る。
」とし、
権利侵
害性が
ない行
為は
そもそ
も抑
止する
必要が
ないか
らで
あると
し
た（
at 735. ）。
